[bookmark: _GoBack]（様式第１）　　　　　　　　　　　　　　　　※必要に応じて記入欄を増やしてください。

令和　　年　　月　　日
補助事業計画書

１．申請者概要

（代表者）
	名称
	
	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　印

	住所
	（〒　　　－　　　　）

	法人番号※
	
	決算月
	月

	補助事業
担当者
の連絡先
	（①を主担当として、２名登録してください）
所属部署　：①　　　　　　　　　　　　　　　②
役職・氏名：①　　　　　　　　　　　　　　　②
電話番号　：①　　　　　　　　　　　　　　　②
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　：①　　　　　　　　　　　　　　　②



（共同実施者）
	1
	名称
	
	代表者役職・氏名
	

	
	住所
	（〒　　　－　　　　）

	
	法人番号※
	

	2
	名称
	
	代表者役職・氏名
	

	
	住所
	（〒　　　－　　　　）

	
	法人番号※
	

	3
	名称
	
	代表者役職・氏名
	

	
	住所
	（〒　　　－　　　　）

	
	法人番号※
	

	4
	名称
	
	代表者役職・氏名
	

	
	住所
	（〒　　　－　　　　）

	
	法人番号※
	





２．事業の内容
	（１）事業計画

	＊令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金公募要領中、「補助対象事業の要件等」について、具体的な事業実施内容及び実施方法を記載の上、補助事業の目的をどのように達成するか記載してください。

ア．中堅人材等の送り出す大企業等として、地方創生や社会貢献等を目指し、意欲ある中堅人材の発掘と地方の起業や中小企業・ベンチャー支援等での活躍を円滑に進めるために行う様々なリカレント教育や研修等について。
イ．当該事業の成果等について、「事務局」と連携しつつ、マスコミやＷｅｂ等により情報発信を行うとともに、先進的なモデル事例として「社会運動」に繋がる活動について。
ウ．当該事業の成果として、人事制度改革などの新たな取組みの実施について。
エ．また、自治体や企業とのマッチング等の実施について。（中堅人材等20人以上に対して研修等を実施し、うち10人以上について受け入れを推進する自治体や企業とのマッチングをし、うち１人以上が起業・受け入れを成立する等）。
オ．その他、特に記載すべきことがあれば、記載ください。






	（２）実施体制

	＊外注、委託（コンソーシアム）を予定しているのであればその内容を記載ください。






	（３）実施スケジュール

	＊（１）の実施スケジュールを記載ください。





（様式第１‐別紙１）
経費内訳表
経費区分及び内訳（単位：円）
	経費区分及び内訳
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額

	〇〇〇〇事業 

	Ⅰ．人件費（補助率：１／２）

	x,xxx円×aaa時間＝
y,yyy円×bbb時間＝
z,zzz円×ccc時間＝
・・・
	



	



	




	人件費補助金申請額計
	

	Ⅱ．事業費（補助率：１／２）

	謝金
旅費
会場借料費
広告宣伝費
印刷費
通信運搬費
資料購入費
消耗品費
雑役務費
外注費



	












	












	













	事業費補助金申請額計
	

	Ⅲ．委託費（補助率：１／２）

	


	


	
	

	委託費補助金申請額計
	

	補助金申請額合計
	


※募集要領の「５．補助対象経費」の「（２）補助対象経費全般にわたる留意事項④」のとおり補助対象経費は、原則、消費税等を除外して計上してください。
※補助率は、募集要領の「３．補助率及び補助上限額等」の記載のとおりとしてください。 
※補助金申請額の小数点以下の端数は切り捨てた金額を記載してください。

（様式第１‐別紙２）
　【補助事業に参画する全ての大企業人材等の地方での活躍推進事業者が提出】


反社会的勢力ではないことの表明及び確約について


Ⅰ．当社（団体である場合は当団体）は、現在、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。
　１．暴力団　　　２．暴力団員　　　３．暴力団準構成員　　　４．暴力団関係企業
　５．総会屋等　　６．社会運動等標ぼうゴロ　　７．特殊知能暴力集団等
　８．前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
　（イ）前各号に掲げる者が自己の事業または自社の経営を支配していると認められること。
　（ロ）前各号に掲げる者が自己の事業または自社の経営に実質的に関与していると認められること。
　（ハ）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること。
　（ニ）前各号に掲げる者に資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること。
　（ホ）その他前各号に掲げる者と役員または経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係にあると認められること。

Ⅱ．自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約いたします。
　　１．暴力的な要求行為
　　２．法的な責任を超えた不当な要求行為
　　３．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
　　４．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局の信用を棄損し、または大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局の業務を妨害する行為
　　５．その他の前各号に準ずる行為

Ⅲ．上記Ⅰ．のいずれかに該当し、もしくはⅡ．のいずれかに該当する行為をし、またはⅠ．に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金の交付の決定を解除されても異議申し立てを行いません。




	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日	

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局
事務局長　　殿


住　　　所　
名　　　称　

代表者氏名　                   　　　印

（様式第２－１）
（文　書　番　号）
令和　　年　　月　　日

申請者名	

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長



補 助 事 業 採 択 通 知 書

この度、提出のありました令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金補助事業計画書について審査した結果、採択となりましたので通知します。
今後、事務局との連絡文書には、下記の採択番号を記載することになりますので申し添えます。

記


採択番号                              
＊今後、事務局との連絡文書には必ず上記採択番号を記載ください。



（様式第２－２）

（文　書　番　号）
令和　　年　　月　　日

申請者名	

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事務局長



補 助 事 業 不 採 択 通 知 書



この度、提出のありました令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金補助事業計画書について審査した結果、不採択となりましたので通知します。





























（様式第３）

令和　　年　　月　　日


　大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局
事務局長　　殿


住　　　所　
名　　　称　
代表者氏名　　    　　               代表者印


補 助 金 交 付 申 請 書

　令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金の交付について、下記のとおり申請します。
　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うことを承知の上、申請します。


１．補助事業の開始及び完了予定日

交付決定日　～　令和　　年　　月　　日

２．補助対象経費

　　　　　　　　　　　　　円

３．補助金交付申請額　（３．補助対象経費 × 補助率１/２以内）

　　　　　　　　　　　　　円

４．申請事業の内容
　　（様式第１）補助事業計画書のとおり。
　　　※直近1年間の財務諸表、「見積書」などの積算根拠資料を添付してください。

（様式第４）
（文　書　番　号）
令和　　年　　月　　日

申請者名	

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書

この度、補助金交付申請のありました大企業人材等の地方での活躍推進事業については、審査の結果、下記内容のとおり補助金の交付を決定いたしましたので、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程（以下「交付規程」という。）第１１条第１項の規定により通知します。

記

１．補助金の交付の対象となる事業の内容は、交付申請書に記載のとおりとする。また、補助対象経費を認める事業実施期間は、(事業開始日)本文書の日付から(事業完了予定日)令和３年１月１５日までの期間とする。

２．交付決定額

金　　　　　　　　円也　（補助対象経費　金　　　　　　　円也）

３．補助対象経費の配分及び配分された経費に対応する補助金の額は、交付規程第１１条第１項に基づいた額とする。また、上記の交付決定額は事業完了報告に基づく確定検査により執行を認めたものをもって交付額の確定を行うための上限を確定したものであって、補助金の額の確定とするものではない。

４．補助金の額の確定は、補助対象経費の区分ごとに配分された経費の実支出額に補助率を乗じて得た額と配分された経費ごとに対応する補助金の額とのいずれか低い額の合計額とする。

５．事務局が指示する日（以下「事業実施状況報告日」という）までの遂行状況について、事業実施状況報告日から30日以内に事業実施状況報告書（様式第７）を事務局まで提出すること。

６．補助金にかかる消費税及び地方消費税相当額を減額しないで交付決定を行った場合、交付規程の定めるところにより、消費税額及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、補助金の額の確定において、当該消費税及び消費税仕入控除税額の減額を行うものとする。

７．補助事業者は、次の事項を遵守しなければならない。
(1)交付規程に定めるところに従うほか、本通知書に記載された事項に従い、善良なる管理者の注意をもって補助された事業を実施し、完了すること。
(2)事業実施期間内に、本補助事業と同一の内容で国（独立行政法人を含む。）の他の補助金、助成金等の交付を重複して受けないこと。

（様式第５）
　　令和　　年　　月　　日

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局
事務局長　　殿　　　　　

採択番号：
郵便番号：(〒   －    )
　　　　　　　　　　　　住　　所：
補助事業者名：
代表者の役職・氏名：　　　　　　　　　       印
(注)変更後の住所・補助事業者名でご記入ください。

計 画 変 更 承 認 申 請 書（ 兼 登 録 変 更 届 ） 


　補助金交付申請書記載事項を次のように変更するにあたり、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第１３条第１項から第２項までの規定により、申請（届出）を行います。　

	変更事項
（該当の記号を○）
	変　更　前
（変更事項のみご記入ください）
	変　更　後
（変更事項のみご記入ください）

	１．計画内容の変更
（事前の承認申請）

①実施内容

②経費の配分変更
	
	　　

	２．登録要件の変更
（事後の届け出）

①組織変更
②代表者変更
③法人登記住所の変更
④その他
	
	


１．計画内容の変更：変更理由を説明する資料等を添付
２．登録要件の変更：変更内容が確認できる書類を添付
（商業登記簿謄本、定款、役員変更の官報公告等）
※事業の廃止承認を申請する場合は、実績報告書（様式第８）及び様式第５・別紙１「事業の廃止状況説明書」も併せて提出すること
　なお、事業廃止の承認を受けた者に対する本補助金の交付は行わないこととする。
(様式第５・別紙１)

　令和　　年　　月　　日


令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金
事　業　の　廃　止　状　況　説　明　書


　

１．廃止の理由及び内容
    （注）できるだけ具体的に記載し、関連説明資料を添付してください。




２．現在までの事業進捗状況





３．現在までの大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金で支出した経費（該当する記号に○をつけ、必要事項を記入）

（１）無　　　　　　　　　　　　

（２）有　　約　　　　　　万円　





（注）様式第５・別紙１は１頁内に収めること。記載しきれない場合は本紙に概略のみ記載し詳細は別用紙に記載し提出すること。
　　　

（添付書類）廃止の理由を説明する資料













（様式第６)

令和　　年　　月　　日

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局　　　　　
事務局長　　殿　　　　　


採択番号：
郵便番号：(〒   －    )
　　　　　　　　　　　　　　住　　所：
補助事業者名：
代表者の役職・氏名：　　　　　　　　　　       印

令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金
事　故　報　告　書


令和　　年　　月　　日付け　（事務局の文書番号）をもって交付決定通知を受けた補助事業の事故について、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第１６条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１．補助事業の進捗状況


２．事故の内容及び原因


３．事故に係る金額　　　　　　　　　　　　　　　円


４．事故に対してとった措置


５．補助事業の遂行及び完了の予定




（注）１　様式第６は１頁内に収めること。記載しきれない場合は本紙に概略のみ記載し詳細は別用紙に記載し提出すること。
２　「当初計画」と「現在までの進捗状況及び今後の予定」の対比ができるスケジュール表を添付し、完了予定日を明記すること。
（添付書類）事故の内容及び原因を説明する資料

（様式第７）

　　令和　　年　　月　　日

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局　　　　　
事務局長　　殿


採択番号：
郵便番号：(〒   －    )
　　　　　　　　　　　　　　住　　所：
補助事業者名：
代表者の役職・氏名：　　　　　　　　　　       印


令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金に係る
事 業 実 施 状 況 報 告 書
（令和　　年　　月末現在）


令和　　年　　月　　日付け（事務局の文書番号）をもって交付決定通知を受けた補助事業の令和　　年　　月末における実績について、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第１７条の規定により、下記のとおり報告します。


記


１．交付決定の内容
　　
交付決定額　　　　　　　　　　　千円（補助対象経費　　　　　　　　千円）

２．進捗状況

（１）当初計画との比較
①事業内容：　　・予定より進んでいる　　・予定通り　　　　・予定より遅れている
②支出経費：　　・予定より増加　　　　　・予定通り　　　　・予定より減少


（２）予定と相違ある場合の主な理由及び今後の見通し

（注）『当初計画』と『現在の進捗状況と今後の予定』が対比できるスケジュール表を
添付してください。


（様式第８）

令和　　年　　月　　日

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局　　　　　
事務局長　　殿


採択番号：
郵便番号：(〒   －    )
　　　　　　　　　　　　　　住　　所：
補助事業者名：
代表者の役職・氏名：　　　　　　　　　　       印


令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金
実　績　報　告　書


令和　　年　　月　　日付け（事務局の文書番号）をもって交付決定通知を受けた補助事業を完了しましたので、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第１８条第１項の規定により、別紙のとおり報告します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式第８・別紙１）



事　業　実　施　概　要　報　告　書


１．補助事業の実施期間

令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日



２．事業の具体的な取組内容








３．事業実施による実績及び成果（当初目標の達成度）
	令和
　　　年度
	実施した事業名
	実施回数
	マッチング数
	成立数
	実施時期

	
	
	
	実績
	当初目標
	実績
	当初目標
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	









４．今後の事業活動について（補助対象事業を踏まえた今後の事業活動方針等）






（注）●上記記載内容を説明する資料（報告書・写真等）を添付すること。
　　　●報告書（様式第８・別紙１）は４頁以上10頁以内に収め、詳細に記述すること。
 


（様式第８・別紙２）
補 助 対 象 経 費 支 出 実 績 等
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                             　
（１）収入（単位：円）

	項　目
	金　額
	内訳集計欄

	自己資金

	
	

	補助金の額

	
	

	その他
（受益者負担・補助金収入等）
	
	

	
	
	

	合　計

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

























（２）支出
　（イ）総括表                                                　   
 （単位：円）
	経費
区分
	補助事業に
要した経費
	補助対象経費
	補助金の額

	
	計画額
	実績額
	計画額
	流用額
	流用後額
	実績額
	交付
決定額
	実績額

	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
事業費

	
	
	
	
	
	
	
	

	委託費

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	

	
	
	
	
	
	
	


（ロ）経費の内訳（各経費の配分ごとの実績内訳を記載）
　　　　　別添補助対象経費総括表に記載のとおり

（注１）補助金の実績額は、補助対象経費の経費区分ごとの実績額に補助率を乗じて得た額と交付決定額（流用がある場合は流用後の額）のいずれか低い額とする。
（注２）収入の合計と支出（補助事業に要した経費）の合計は一致させること。セミナーにおける受講料等利用者から受益者負担を徴収している場合は、（１）収入のその他欄に当該収入額を記載すること。


（様式第８・別紙３）
取　得　財　産　等　管　理　台　帳　（兼取得財産等明細書）

　　採択番号：
郵便番号：(〒   －    )
住　　所：
補助事業者名：
代表者の役職・氏名：　　　　　　　　　　　　 印

	区分
（注１）
	財　産　名
	規格
（型式）
	数量
（注２）
	単価(円)
	金額(円)
（注３）
	取得年月日
（注４）
	保管場所
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注１）財産名の区分は、（イ）事務用備品（ロ）事業用備品（ハ）無体財産権（産業財産権等）（ニ）その他
（注２）数量は、同一規格等であれば一括して記入して差し支えない。単価が異なる場合は、分割して記入すること。
（注３）対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が５０万円（消費税抜き）以上の財産とする。
（注４）取得年月日は、検収年月日を記入すること。
（注５）用紙のサイズは、Ａ４とする。




（様式第９）　　　

（　文　書　番　号　）
　　　令和　　年　　月　　日

　　補助事業者名
　　
　　　　大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長　　　


令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金
補　助　金　確　定　通　知　書


令和　　年　　月　　日付け（事務局の文書番号）をもって交付決定した補助事業について、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第１９条の規定により、補助金の額を下記の通り確定したので通知します。


記




金　　　　　　　　　　　　　　円也






（様式第１０）
令和　　年　　月　　日

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局　　　　　　
事務局長　　殿

採択番号：
郵便番号：(〒   －    )
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所：
補助事業者名：
代表者の役職・氏名：　　　　　　　　　　印

令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金
補　助　金　交　付　請　求　書


令和　　年　　月　　日付け　（事務局の文書番号）をもって交付決定通知を受けた補助金について、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第１９条第１項の規定により、下記のとおり交付の請求を行います。


記


１．交付請求額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円也


２．振込先
	金融機関名
	支 店 名
	種目
	口　座　番　号（右づめで記入）

	
	
	１．普通
２．当座
	
	
	
	
	
	
	

	  （フリガナ）
	

	口 座 名 義
	


　　※振込口座は法人の口座をご記入ください。

（様式第１１）
	　　　令和　　年　　月　　日

大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局
事務局長　　殿

採択番号：
郵便番号：(〒   －    )
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所：
補助事業者名：
代表者の役職・氏名：　　　　　　　　　   印


令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金
消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書

令和　　年　　月　　日付け（事務局の文書番号）をもって交付決定通知を受けた補助金について、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第２１条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１．補助金額                                             金      　　　　 円
（大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第１９条の規定による補助金の確定額） 　　   

２．補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
                                                     金   　　    　　円

３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　 金  　　　　　   円


４．補助金返還相当額（３．－２．）                       金               円

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。



（様式第１２）　　　
大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金事務局
事務局長　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


採択番号：
郵便番号：(〒   －    )
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所：
補助事業者名：
代表者の役職・氏名：　　　　　　　　　   印


令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金
取　得　財　産　等　処　分　承　認　申　請　書


令和　　年　　月　　日付け（事務局の文書番号）をもって交付決定通知を受けた補助事業に関し、下記の財産を処分したいので、令和元年度補正予算大企業人材等の地方での活躍推進事業補助金交付規程第２４条第３項の規定により、承認を申請します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

1. 取得財産の品目、取得年月日、取得価格、時価


1. 処分の方法、処分予定対価額


1. 処分の理由


（注）様式第１２は１頁以内に収めること。記載しきれない場合は本紙に概略のみ記載し詳細は別用紙に記載し提出すること。


















